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ー論文
産業構造転換の基本的政策課題
ー特に高度産業化社会への移行過程に視点をおいて一一
?
原 藤
?
ここに昭和35年代のなかばより40年代の終りにかけての，わが国の経済政策
（本質的には技術革新と経済発展を特殊具体的目的とする総需要増大政策としての高度成
長政策）およびその中核部門である産業政策，わけても工業政策（産業構造の高度
化政策としての重化学工業化政策）と1)' 現実の経済や産業の基本動向をあわせて
概観してみると，それらの政策と企業行動並びに一般の消費者行動によって経
済社会や産業経営社会は著しく変貌すとともに，最近の経済情勢の変化に対応
して現実の産業社会は『高度産業化社会」へと移行せんとして多くの解決すべ
き諸問題を，日本経済の明暗とともに提起している2)。この解決すべき問題の
一つに，主として産業公害の増大，天然資源（非循環資源）の輸入困難，工場立
1)経済政策の部門政策としての産業政策 (industrialpolicy)という言葉は西欧では使
用されていないが，わが国の場合は明治維新の『殖産興業政策』以降，現実の政策と
して成立している。最近では，体系的には，産業政策は産業構造政策と産業組織政策
に大別されるのが通説のようである。しかし産業政策の研究には，更らに細分化する
ことが必要である。最近，西欧でも産業政策という言葉は H本に関する場合には使用
され始めている。
2)日本経済の先ず明かるい面としては， (1)家庭生活の改善と向上， (2)国民所得の増大と
平準化， (3)産業の国際競争力の強化， (4)国際収支の改善， (5)高度成長の持続，等が推
察される。これに反して暗い面としては， (1)企業体質の不健全化， (2)産業公害・ 環境
破壊の加速度的増大， (3)国家財政および地方財政の赤字化の拡大， (4)寡占化による有
効競争の阻害， (5)インフレーションの進行による物価朦貴，等が推察される。前者は
経済大国日本への道に通じ，後者は日本経済破綻の道に通ずる。（昭和45年頃）
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地難の拡大，国際協力（南北問題を含めて）の不可避的必要， 国民福祉向上の要
請等からの産業構造の転換（産業の再編成を伴なう）がある。本小論は上述の意味
での産業構造の転換を最近における高度産業化社会への移行過程に視点をおい
て考察せんとするものである。
いうまでもなく高度産業化社会とは，高度工業化社会，第三次産業社会，知
識産業社会，寡占経済社会，新しい産業国家，高密度社会，科学的社会，脱工
業化社会とも呼称されている社会を意味するのであるが3)' この社会の基本的
な構造ないし性格については後述するとして，高度産業化社会への移行は，明
らかに戦後の技術革新の流れ（端的にいえば技術的進歩，発明の実用化過程），わけ
ても工場の部分的オートメーション化，自動機械化と呼ばれる『生産方法の進
歩』，コンビュータ化， 情報化， システム化と呼ばれる『事務方法，経営方法
の変革」が4), 高度大衆消費経済における大規模市場を前提条件として進展す
るとともに，経済も高度に成長して物質的には或る程度『ゆたかな社会』が成
立したこと叫および最近における経済情勢の変化に対応して高度加工産業化
3)脱工業化社会とは， ハーバード大学教授， ダニエル・ベル (DanielBell)の提唱に
よる，ボスト・インダストリアル・ソサエティの訳語である。彼は，財産関係の変化
をテコの支点として，封建社会，資本主義社会，社会主義社会に，また科学のテクノ
ロジーに対する新しい関係の変化をテコの支点とすれば， 前工業化社会， 工業化社
会，脱工業化社会（主として情報および情報処理と結びついている）について論ずる
ことができると考えている。もとより脱工業化社会は社会の「全体的な理論」ではな
いことを強調し， それは主として社会変化をもたらす新しい動力を取扱うものであ
る， といっている。………脱工業化社会或いは情報化社会ともいわれている。フラン
スの有名な未来学者ジャン・フーラスティエ教授は『第三文明の社会』， 後には『科
学的社会」と呼称している。日本生産性本部「21世紀の産業社会」昭和43年， 43頁，
参照。
4)経済審議会情報研究委員会「日本の情報社会」ーそのビジョンと課題ー， 昭和44年，
23頁，参照。
5)ここに『ゆたかな社会」とは，ガルプレイスの言葉であり，彼は古い時代の資本主義
（物質的欠乏のある貧しき社会）の病として，第1は，貧困，第2は，不況ないし失
業，第3は，不平等の問題であるが，現代の資本主義（精神的窮乏はあるが物質的に
は豊かな社会）の病としては，第1に，依存効果（財産に関する関心は消費者の自然
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と総合的企業力競争（商品の品質，価格， 資本力，技術開発力，市場開拓力，経営管
理能力の総合的な企業間競争）の激化が国内的にも国際的にも必然化したことか
ら招来されたものである。従ってこれを簡潔にいえば， 1970年代の現在，わが
国が世界経済の一環として国際化時代に突入して志向する新しい次元の産業社
会が高度産業化社会であるといっても過言ではない。
ここに高度産業化社会という言葉を使用して『高度工業化社会」と呼称しな
い理由は，後述する超技術化，情報化，システム化の進展により，コーリン・
クラーク (C.Clark) による産業の三分類には概念規定上， 特に第三次産業に
ついて不明確な点が本質的にも，また現象的にも現実の問題として生じてきた
こと， もとよりこの三分類の必要性を否定するのではないが， それとともに
『高度加工産業化」は需要が増大する各三部門の成長産業のすべてにわたっ
て，また第一次産業を含めての産業のシステム化が進行するであろうから，従
来の固有の意味での『工業化」という概念では内容的に狭義に失する恐れがあ
るからであり，他意はない6)。
的な必要から起るのではなく，むしろ依存効果によって生産過程自体から生まれ，消
費者の欠乏観が生産の増大によって作り出される）第2に，インフレーション，第3
に，社会的アンバランス（不平等に代る社会的アンバランスで私的に生産される財貨
と公共的サービスの供給の危機，この不釣合は社会的不満と社会的不調和の原因であ
る）と述べている。 Cf.,J. K. Galbraith, The Afluent Society, 1958, pp. 1 -
6, 78-97, 139-151, 210-225, 251-269. 鈴木哲太郎訳「ゆたかな社会」昭和35
年， 3-7頁， 74-91頁， 191-207頁， 232-247頁，参照。
6)コーリン・クラーク (C.Clark)はTheCondition of Economic Progress, 3rd 
edition, 1957年において，産業を第 1次産業，第2次産業，第3次産業に分類して，
現代資本主義においても経済の成長が第3次産業の肥大をもたらすという傾向，第1
次，第2次，第3次の各産業の問には，所得向上による需要増大の波及状況の格差，
すなわち実質所得が高まるにつれて，農林水産業から製造工業の方へより需要がむか
い， さらに製造工業よりも第3次産業に多くの需要があつまることと供給条件の格
差，すなわちサービス産業の生産性がもっとも低く，ついで第1次，第2次の順とな
る産業各部門における所得弾力性と供給屈伸性のちがいによって，労働力の配分は第
1次産業から第2次産業へ，第2次産業から第3次産業へと移行する傾向があること
をはじめて実証的に提示した。 （クラー クの法則） しかしクラークの第3次産業の概
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周知の如く最近における現実の産業社会には，鉄鋼，機械，化学，繊維，食
品などの諸工業および商業，金融業，サービス業，等現在注目されている産業
の範疇にはいらない新しい産業，例えば情報産業，流通産業，住宅産業，都市
開発産業，総合輸送産業，エネルギー産業，医療産業，宇宙産業，海洋産業，
公害防止産業，国土開発産業，等（複合機能産業）が既に胎頭する傾向が先進諸
国およびわが国においても顕著であり 7), それとともに超技術化（伝統的な旧技
術と異なる新しい総合技術体系へ），情報化（特定された明確な活用目的をもって情報を
入手し使用することへ），システム化（共通目的の達成のために異質の事象の総合的最適
化を図ることへ）などの新しい産業の組織・形態や企業経営の行動・機能を表現
する言葉が流行し，かつ実際化もされつつ明らかに高度産業化社会への胎頭が
窺われるのである。
それでは前後したが，高度産業化社会とは，如何なる次元の産業社会であろ
うか。この社会の一般的な構造ないし性格について，私見を抽象的に要約して
みる。先ず高度産業化社会の基本的な構造ないし性格について，この社会がも
つであろう現象的な諸側面について考察しよう。
(1) 技術革新の普及と今後の急激な進展は生産革新（生産の近代化，合理化，高
速化，量産化，省力化，効率化など一連の技術的，生産方法の進歩）と消費革新（生活
の近代化，多様化，画ー化，高級化，洋風化，ファッション化など一連の実質的向上）と
流通革新（流通の近代化，大型化，系列化， 多角化，短縮化，迅速化など一連の高速度
大量販売の普及，以上の如き流通経路革新と物的流通革新および流通のシステム化）を一
層促進するとともに生産力構造としての産業構造をますます高度多様化するで
念規定には不明確な点があり，今日の技術的進歩による情報化，システム化の進展は
第3次産業の性格を変え複雑な性格をもつにいたっている。それだけに第3次産業に
ついての理論的実証的研究が必要である。杉岡碩夫「第3次産業」ー現代経済全書一
昭和45年， 22頁，参照。池田勝彦「産業構造論」ー企業構造と産業構造ー，昭和48年，
5-9頁，参照。
7)片方善治「システム産業」ー機能的複合産業時代到来一，昭和44年， 8-9頁，参照c
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あろう 8)。
もとよりこの場合，経済成長の主導権を握り続けるのは超技術産業として
の，また高度加工産業化する第二次産業であることに相違はない。しかし第一
次産業の近代化（高生産性農業の展開）と第二次産業の『内部構造の高度化』と
『省力化』により生ずる労働力と新規労働力の大部分が第三次産業に吸収さ
れ，やがで情報化，システム化，都市の集中化はもとより国民所得の実質的増
大を集約的に現わすという産業体制を確立するであろう。もっともこのような
産業構造の体制的変動は，農業から工業へ，工業から第三次産業・都市化産業
ヘ，そして知識・情報産業へと移行する単純な変化ではない。農業の内部構造
の変動と工業の内部構造の変動と高度化，第三次産業の内部構造の変動をそれ
ぞれの内部にもちながら，より大きい産業構造の体制的変動の流れのなかで重
層的変動パターンをとりながら変貌するのである 9)。しかしこのことを単純に
物的生産の時代から知的生産の時代への転換と解釈してはいけない。むしろ物
的生産の知的生産化により知識産業と知識職業が第三次産業において支配的に
重要となる知識産業人時代（第三次産業社会）への転換であると理解しなければ
ならない。これを要するに，高度産業化社会とは，以上のような諸現象が顕在
化する意味での「第三次産業社会』と呼ばれる構造ないし性格をもつ社会であ
るといえよう。
(2) 以上との関連において高度産業化社会では超技術化，情報化，システム
化が第二次産業においても第三次産業においても進展するであろうから，従っ
て知的創造力と頭脳的労働力の必要が現在以上に増大することは既に述ぺた通
りである。けれどもこのことを更に端的に解説してみよう。いうまでもなく超
8)私見では，流通革新を流通経路（チャネル）革新と物的流通革新にわけて考察してい
る。もっとも両現象は一体的なものである。経済企画庁や通商産業省では後者を「物
流革新』と呼称している。
9) 片方善治•佐貫利雄「日本の知識産業」ーその発展動向を探る一，昭和45年， 144頁，
参照。
5 
?
闊西大學「紐清論集」第25巻第1号
技術化は生産の主体としての企業経営における技術的効率と経済的効率を高め
るが，そのためには情報機能の改善が必要である。ところが情報機能の中心に
位置するのが現在ではコンビュータであり， システム化は技術の進歩（コンビ
ュータそのものであるハードウェアと利用技術であるソフトウェアの開発） と密接な関
連をもって広まり，それは，一方において，企業の生産過程に人間・機械体系
(man machin system)を実現するとともに， 他方において，産業のシステム
化を招来せしめる。もとよりこの二つの現象の進展は人間の思索を伸張し増強
するが，反射的に人間の知識構造を変革して10), 新しい知識の生産と流通を
要求するであろう。以上の如き意味で高度産業化社会とは，物的生産の知的生
産化により，従来にも増して知識の生産と流通が支配的となるであろう 11),
ところの「情報化社会』或いは『知識産業社会』と呼ばれる構造ないし性格を
もつ社会であるといえよう。
(3) 以上との関連において高度産業化社会では，好むと好まざるを問わず企
業は現在の高度大衆消費経済における大規模市場を前提とする大量生産，プロ
セス生産を技術革新と相侯って進行させつつ企業規模をますます拡大化（規模
の経済性を追求）するとともに生産集中度，市場占拠率を高めるであろう。また
他方，いわゆる大型合併，コングロマリット的合併により，企業は地理的市場
拡大，製品拡大，および多角化ないし多様化を図り独占的地位を高めるであろ
10)青沼吉松「産業社会の展開」昭和44年， 18-19頁，参照。
11)知識の生産と流通という比較的に新しい言葉は現・プリストン大学教授フリッツ・マ
ッハルプ (FritgMachlup)がTheProduction and Distribution of Knowlege 
in the United State, 1962. において使用したものである。この書の第3版が，高橋
達男・木田 宏氏によって監訳され「知識産業」昭和44年，となって出版されている。
それによると，マッハルプは教育の経済に及ぽす効果を，教育を受けた労働力という
面からではなく， 教育の効果である知識という面から取り上げ， 『知識を生産する』
ということは，単に「知られていること」のストックをふやしていくということだけ
ではなく，同時に人の心の中に「知っているという状態』を生み出すことなのである
と述べている。（邦訳書，監訳者まえがき 2頁，および序文13頁）
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う12)。このような企業は，もとよりアメリカで， 中核企業 (Centerfirrm)と
も呼ばれている巨大企業であるが13), わが国でも巨大企業や寡占企業が支配
的である市場構造においては企業の競争制限的な市場行動が行われやすくな
り，その場合，いわゆる管理価格（市場が寡占状態にあることを原因として生ずる需
12)コングロマリット (Conglomerate)とは，企業がいくつかの産業部門にまたがって
いることで新しい現象ではないが企業の多様化 (diversification) と呼ばれるもの
がそれであり，多様化には内生的多様化（一つの企業が，ある産業部門から他の産業
部門へと， その企業自身の内的発展過程として拡大してゆくこと） と外生的多様化
（企業が他産業の企業を吸収合併することによって多様化してゆくこと）がある。従
ってコングロマリットにも内生的多様化の結果としてのコングロマリットもあれば，
外生的多様化の結果としてのコングロマリットもある。アメリカでは，合併を三つの
大きなカテゴリーに分けるのが従来の慣習である。すなわち水平的 (horigontal),
垂直的 (vertical), コングロマリット的 (Conglomarate)合併の三つである。コン
ゲロマリット的合併はつぎの三つの小カテゴリーに分れる。地理的市場拡大，製品拡
大，その他の合併がそれである。 T.オーハンロンは 8部門以上で活動している企業
をコングロマリット企業と規定している。 しかし， 企業の首脳者たちは， 自らを多
産業会社 (multi-industrycorporation) ないしは， 多市場会社 (multi-market
carporation) と呼称している。佐藤定幸「コングロマリット」ーアメリカの新らし
いビッグ・ビジネスー，昭和44年， 15-18頁および25-36頁，引用並びに参照。
13)中核企業とは，アベリット (R.T. Averit)の用語である。彼は，中核企業 (center
firm)と周辺企業 (peripheryfirm) の二つのはっきり異なった企業組織からなる
経済を「二重構造経済」と呼び，中核企業と周辺企業とは，経済規模，組織構造，産
業の立地条件， 長期の視野， 市場集中度などの面で異なっているという。 中核企業
は，従業員数，総資産，年間売上高などからみて，大きな経済規模をもっている。中
核企業は垂寵的統合（所有ないし非公式の統制を通じ）， 他地域への進出（国内およ
び国際），製品多角化を進めている。中核企業はまた， 経営面， 技術面ですぐれた人
材と豊富な財務資源とをもっている。これに反して周辺企業は垂直的に統合されてお
らず，一つの中核企業ないし一郡の中核企業の経営面での衛星かもしれない。周辺企
業は国際的にはもちろん国内的にもあまり多くの地域には進出していない。典型的な
周辺企業は，関連製品の小分野のみを生産している。周辺企業の経営は集権化されて
おり，多くの場合，一人の人間を中心に運営されている， と彼は述べている。わが国
流にいえば，巨大企業と大企業に対する固有の意味での中小企業ないしは下請企業の
関係存在に該当する。 R.T. Averit, The Dual Economy, 1968. 外山広司訳「中
核企業」昭和44年， 3-4頁，引用並びに参照。
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要やコストの変動に対して下方硬直的な価格で，カルテルによる価格操作や，政府による
価格支持制度を伴わないもの，これは狭義の定義であを）が形成され， 独占禁止法，
すなわち反独占政策が実施されているにもかかわらず寡占経済の弊害（寡占状
態にある寡占産業ないし寡占企業が管理価格の形成により価格の下方硬直性をもたらし，
またカルテルや政府による価格支持制度に基づく硬直的な価格と相侯って価格水準を高め
物価上昇傾向を拍車して有効競争を阻害する，など）が顕在化し独占禁止法の改正強
化が必要となる。高度産業化社会とは，以上の如き諸現象が顕在化する意味で
の『寡占経済社会』と呼ばれる構造ないし性格をもつ社会であるといえよう。
また寡占経済社会では巨大企業や寡占企業の経営が専門化した知識，才能，
或いは経験を提供するすべての人々を包摂する集団としての，いわゆる『テク
ノストラクチュア」によって指導され， 「高能率・高賃金の原則」のもとに経
営組織の改善，企業の合理化，労働能力の質的向上，コンビュータ・システム
の利用，等が盛んに行われ，生産性の向上と経営革新が一層進展するから企業
経営はますます複雑多様化するが，それとともに政府に対する企業および国民
の社会的需要も同様に複雑多様化するので，一方において，テクノストラクチ
ュアによる企業経営の重要性が増大するとともに，他方において，官僚組織の
運営による政府役割の重要性も増大するであろう。かくして寡占企業と政府は
それぞれの利害関係（例えば教育，資金，税金など）においてより密接不可分に結
びついて強力に存続発展することになるから，高度産業化社会とは，以上の如
き意味において，ガルプレイス (J.K. Galbraith)がいう『新しい産業国家14)」
と呼ばれる構造ないし性格をもつ社会であるといえよう。
(4) 以上との関連において，高度産業化社会では，経済社会や産業経営社会
の変貌とともに新産業経営秩序， すなわち新産業秩序（ビッグ・ビジネスが経済
を先導してゆくという支配原理と競争の効率化，すなわち有効競争の秩序） と新経営秩
序（民主化と科学化を基盤とする経営近代化の秩序と企業の社会的責件の自覚） の形成
14) J. K. Galbraith, The New Industry State, 1967. 都留重人訳「新らしい産業国
家」昭和43年， 91-92頁および339頁，参照。
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が，理想的には，一層促進されるであろうが，しかしそれは新しい次元の産業
社会である高度産業化社会における社会意識としての価値観（文化価値•世界鏡
・倫理的価値判断）の形成と無関係に促進されるものではない。そこで高度産業
化社会における社会意識としての価値観の形成に影署するであろう，わが国の
経済的・社会的要求をみると，組織された民主社会における権利と自由の要
求，人間性疎外回復の要求，高福祉や余暇時間増大の要求，産業公害を含めて
高度成長の「ひずみ」是正の要求，等これら一連の経済的，社会的要求は，何
らかの意味において，現実社会における過去の矛盾を媒介契機とする問題意識
の反映として必然的に多元的イデオロギー，多元的インダストリアリズム，新
現実主義，人間尊重主義，環境主義，等の諸思想を胎頭させていると考えられ
る。しかしながら以上の如き諸思想が現実の社会に定着するに必要な社会意識
としての新しい価値観は，いまだ前向きに形成されようとはしていない。それ
どころか社会意識としての新しい価値観は多様化の傾向を示し混沌としてい
る。もとより社会意識としての新しい価値観の多様化は人間や社会の進歩にと
って当然のことであり，また組織された民主社会には必要な存在でもあろう。
しかしわれわれの現在の社会生活（精神的生活と物質的生活の統一的構成体）をみ
ると，人間生存の物質的欲求の成果である物質的文明（物質的生活）とそれを基
盤とする精神的欲求の成果である精神的文明（精神的生活）とはアンバランスで
あり，これに加えるに資本主義における『個人の自由」と『生産手段の私的所
有」と『生態学的な社会』と，これに反して社会主義における『社会正義」と
『生産手段の公的有』と『有機体的な社会』という原則論的・イデオロギー的
対立が窮極的には必要以上の精神的・社会的緊強を増大させ，社会意識として
の新しい価値観の形成を混迷ならしめているのが現実の姿態ではなかろうか。
このような現実のもとに，人口の都市集中化が激しく，宅地は狭小化し，高等
教育の大衆化が進み，知識労働力の増大の著しい社会，これを高密度社会とい
うならば，この社会では，伝統的な古いイデオロギー，利潤追求の商業主義，
生産中心のインダストリアリズムなどでは理解することも，また解決すること
， 
10 闊西大學『純清論集」第25巻第 1号
もできない経済的・社会的難問題を発生増大させているといっても過言ではな
い。高度産業化社会とは，以上の如き意味での『高密度社会』という構造ない
し性格をもつ社会である。
(5) 次に現実の社会に発生している経済的・社会的難問題の多くは，本質的
には，社会科学の分野における進歩が自然科学の分野における進歩にはるかに
立ち遅れているという事実，すなわち社会科学と自然科労との間のギャップに
よるものであろう。従ってこのギャップを極力解消しない限り現在の激変しつ
つある社会の未来における衝撃は強烈であり，また未来社会は恐るべきものと
なるであろう 15)。
そこでこの自然科学の進歩に対する社会科学の立ち遅れ，すなわち両者のギ
ャップを解消し経済的・社会的難問題を解消するには，社会科学と自然科学の
統合が要求され， ここにソーシャル・テクノロジー (SocialTechnology)やソ
ーシャル・エユロジー (SocialEcology)等の研究を盛んならしめるとともに16)
他方，社会科学の統合，もとよりそれは「広大な一般性を持った単一の理論で
はなく，むしろ，そのなかでひとつの科学の理論構造が，関係のある他の諸科
学の理論構造と重なりあい，すべての科学がお互い同志の上になんらかの光を
投げかけあうような，理論構造および概念の連続体あるいはスペクトルー必ず
しもその次元が一つである必要はないーなのである。相互作用の理論の一般的
な構造も，やはり同様な形でさまざまの多数の科学のなかから現われ始めよう
15) 0. Helmer, Social Technology, 1966. 香山健一訳「社会工学の方法」昭和44年，
9-10頁，参照。
16)ェコロジー (Ecology)を，わが国では「生態学」と呼称し， 生物とその環境および
共存者との関係を研究する科学であると定義されている。それは植物生態学，動物生
態学として生物の示す物質経済を中心として研究することによって発達してきたが，
最近では，人間生態学（人間の共生的関係を中心として地城社会の構造およびその変
化過程を研究する科学）の研究も進んできている。ここにソーシャル・エコロジーと
は，私見によると，社会環境，社会衛生，社会構造，経済・社会システムなどの関係
における生態学の社会学的応用を意味，内容とする言葉として使用している。
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としている 17)。」最近における一般システム論，その応用としての経済・社会
システム論の研究および実際界におけるシンク・タンク (ThinkTanc), すな
わち頭脳集団の結成と利用 （これは各分野の専門家が集まって与えられた問題につい
ての解決策や，予測をおこなう研究機関を意味する。アメリカでは，システム開発機関，ラ
ンド・コボレーションが著名であり，数百のシンク・クンクがある。わが国でも最近，中
山伊知郎・一橋大学名誉教授を中心として，その結成が行われた）などは， この間の事
情を物語っている。
ところで以上の如き諸科学や頭脳集団，テクノストラクチュア，知識産業人
などが支配的に重要となる社会を『科学的社会』というならば高度産業化社会
とは，明らかに科学的社会であり，それは従来の物的生産＝工業化を脱したエ
業化の高度化＝知的生産化により，また人間尊重主義，環境主義，等の胎頭と
もに知識産業，知識識業が支配的に重要となる『脱工業化社会』と呼ばれる構
造ないし性格をもつ社会であるといえよう。
(6) そこでいま顧みて， 18世紀イギリスの産業革命を契機とする近代産業社
会の成立より高度産業化社会への歴史的変化を技術革新と社会変化の流れ（簡
潔にいえば技術革新の個人，経済，社会制度への影響過程）として考察すると， そこ
には大きな三つの段階があることが明きらかである。「第 1期は， 蒸気を動力
とした工場システムの採用である。これは18世紀にイギリスの織物業，機械器
具産業において始められた。第2期は，今世紀初頭，アメリカ合衆国のオート
メーション産業で集約化された，規格品を製品別に製造する大量生産技術の採
用。第 3期が，エレクトロニスによる情報処理技術を使用した現代の情報加工
産業である 18)。」もしこの見方が一応妥当であるとするならば，高度産業化社
会とは，本質的には『情報化社会」であり，この場合，情報処理機械としての
17) K. E. Boulding, Beyond the Economics, 1968, p. 59. 公文侯平訳「経済学を超
えて」昭和45年， 62-63頁。
18) D. A. Schon, Technology And Change, 1967. 松井好・牧山武ー・寺崎実
共訳「技術と変化」昭和45年， 309頁。
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コンピュータの出現は実に画期的な意義をもっているが，その出現は，もとよ
り新しい。 「アメリカにおいて， 実業界でコンビュータ（ユニハック I型）がは
じめて利用されたのは1954年10月で，それ以前は軍部または政府で使用されて
いるにすぎなかった。したがって，実業界での利用経験は，この方面で世界の
トップを切るアメリカにしても，僅々15年間にすぎない。また，わが国に本格
的なコンビュータ（つまりストアード・プログラム方式のコンビュータ）が導入され
たのは昭和33年10月であるから，その利用経験もまだ11年間にすぎない。この
ようなユニバック I型が1951年にはじめて汎用のコンビュータとして出現して
以来， まだ18年にしかならないが， その間にコンビュータは，通称「第 1世
代」，『第 2世代」，『第 3世代』を経て，いまや『第 4世代」へと進もうとして
いる 19)。」もっとも， この小論を書いている昭和50年2月を起点に逆算すれ
ば，アメリカの利用経験は約21年であり，わが国は約17年である。
かくの如<'わが国の産業社会にも高度産業化社会への本質的特徴ともいう
べき超技術化，情報化，シムテム化への志向ないし傾斜が最近になって顕著に
なってきている。例えば，既に企業におけるコンビュータの利用分野をみる
と，「(1)部分的な事務処理＝給料計算，株式配当金計算， 売掛金計算，固定資
産減価償却計算など個々の事務計算， (2)総合的な事務処理あるいは経営事務＝
仕入，生産，販売，資金，人事など経営活動の全域を一本の対象とした総合的
なデータ処理， (3)経営科学計算＝オペレーションズ・リサーチ，シミュレーシ
ョン，スケジューリング技法など，いわゆる経営科学といわれる分野の計算処
理， (4)情報検索＝必要な情報データを整備，記録，保管し，特定の条件に合致
したものを，迅速，正確に摘出，整理する処理，国鉄の座席割当てや警察の犯
罪手口記録整理への使用など， (5)技術計算＝理工系の技術計算処理，機械設計
のための数値計算など，その他これに類する各種計算処理， (6)プロセス制御＝
生産プロセスを自動制御するため，プロセスの刻々の状態をコンピュータに伝
19)経済審議会情報研究委員会「前掲書」 24頁。
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え，コンビュータの論理判断処理の結果によってプロセスの状態を最適にする
ために，コントロール機構が作動するような方式のコンビュータの用法20),」
等6種が挙げられている。また公衆通信網（一般加入電話網と一般加入電信網）を
フル開放し，情報化社会成立の重要な条件であるコンビュータと通信回線の自
由接続が実現するような政策的配慮が進められていると報道されている。かく
して1970年代には高度産業化社会への移行が加速度化され本格的情報化時代に
突入する可能性が大きい。
以上要するに，高度産業化社会とは，高度工業化社会，第三次産業社会，情
報化社会，寡占経済社会，新しい産業国家，知識産業社会，高密度社会，科学
的社会，脱工業化社会，などと呼ばれる，それぞれの現象的な諸側面を包摂す
る新しい次元の産業社会である。
しかし高度産業化社会の基本的な構造ないし性格を以上の如く定義した場合
に法意すべきことが二つある。その第 1は，高度産業化社会を単純に，或いは
誇張的に，情報化社会と規定することの誤りについてである。何故ならば高度
産業化社会では情報産業（情報処理サービス業，情報提供サービス業，情報関係サー
ビス業）が飛躍的に，また多角的に発展し， それが企業， 産業，教育，経済，
行政，等にも多大の影轡をおよぽすであろうけれども情報化の問題は勝義に産
業経営社会に属するものだからである。すなわち「情報化の問題は，ビッグ・
ビジネス（巨大企業）がその巨大な生産能力をフルに利用して利潤を上げるため
には，販路の拡大が必要であるが，生産力の発達に比して，販路の拡大は遅れ
がちである。そこで市場の動向を適確に，また迅速に把握し，これに合わせて
生産する，いわゆるプロダクト・プランニングが重要視されるようになって来
たが，折よくコンビュータが出現して市場の情報を容易に集計することができ
るようになった。ここに問題の出発点があり，また核心があるのである 21)。」
従っで情報化問題の拡大解釈には却って問題の本質を見落す危険性があること
20)片方善治「システム入門」一日経文庫一，昭和44年， 158-159頁。
21)難波田春夫，責任編集，「社会哲学」ー 70年代の経済と社会一， 1970年， 40頁。
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を注意しなければならない。第2に注意すべきことは，高度産業化社会への移
行を「バラ色」の政策画として描いてはならないということである。何故なら
ば高度産業化社会への前途には少くとも『二つの危機の可能性』が待ち構えて
いるからである。その一つは，アメリカのハドソン研究所長のハーマン・カー
ン(HermanKahn)がよく使用する言葉である技術的恐慌 (technolegicalcrisis) 
であり，核戦争の危険，あらゆる公害の加速度的増大による自然破壊，天然資
源の枯渇など，その二は，経済恐慌 (economiccrisis)であり，過剰生産の危
険，企業の借金経営の破綻，インフレーションの進行，寡占化の弊害など，の
勃発の可能性である。これらの指摘のいくつかは既に，わが国の経済情磐や産
業社会の内部に顕在化してきている。（昭和50年現在）
さて高度産業化社会への移行は，また最近のわが国の経済政策や産業政策も
意図していることが明らがである。そこで試みに，昭和44年度の産業政策の狼
本的内容を端的に要約して考察すると，概ね (1)『日本経済の国際的展開のた
めに」（イ）自由化の推進，（口）構造改善の強化，い）経済協力の推進，（二）悔外進出，
（ホ）貿易の振興， (2)『国民生活の質的充実のために』（イ）公害の防止と保安の確
保，（口）消費者物価対策の推進，い）消喪者利益の保護増進，（二）住宅産業の振興，
(3)『経済発展の基礎条件の確保のために』（イ）基礎資源の開発の促進，（口）産業立
地対策の推進， Vヽ ）労働力不足への適応，（二）中小企業の近代化，（ホ）流通部門の合
理化， (4)「創造的発展のために』（イ）技術開発力の強化，（口）情報化の推進とシス
テム技術の開発，い）新規産業の育成，等を図ること，が政策的課題として発表
（昭和44年7月発表の新通商産業政策の基本方向） されている。また昭和45年 5月に
閣議決定された『新経済社会発展計画』においても，計画における四つの課題
ー変化に対する果敢な適応一 日国際的視点にたつ経済の効率化，口物価の安
定，口社会開発の推進，四適正な経済成長の維持と発展基盤の培掟，において
課題達成のための政策として『産業構造の革新』について述べているが，その
内容からみても高度産業化社会への移行を意図していることが明らかである。
そこで産業構造の革新の項目をみると「1970年代は国際化の全面的な進展，情
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報化の進行，技術革新の急速な展開など経済社会の高度化にともなう内外需要
構造の急激な変化に加え，労働力，立地，資源，等の問題が表面化し，大きな
環境変化に直面することになろう。このような変化に対してたんに受動的に対
応するのではなく，これを積極的に受けとめ，長期的，国際的視点にたっても
っとも効率的な産業構造の革新をはかることが必要である，として(1)産業の効
率化， (2)高生産性農業の実現， (3)中小企業の革新と流通部門の総合的効率化，
(4)労働力の有効活用，の推進をはかることを挙げている 22)。」もとより政府の
経済政策や産業政策は総花的な提案や有言不実行が余りにも多く，批判すべき
問題点があるけれども，いまはそれらには触れないで，つづいて昭和46年5月
の産業構造害議会の中間答申である『70年代の通商産業政策』を考察してみて
みよう。
先ず，この中間答申では，産業構告政策の具体的方向として次の 6大項目を
挙げ詳述している。すなわち(1)知識集約型産業の振興， (2)産業転換の促進 (3) 
貿易構造の革新 (4)資源・エネルギー政策の展開， (5)過密・環境問題への対応
と社会資本の整備， (6)サービス経済化への対応，である。これらの産業構造政
策の課題のうち(1)と(2)の細目をみてみよう。 (1)知識集約型産業の振興，（イ）各知
識集約型産業の将来ビジョンを明確にすること。（口）技術開発の助成・援助をす
ること。四金融・制度面から経営基盤の充実・整備を助成すること。（二）物的資
本より人的能力に依存するので人材の養成をすること。（ホ）需要の喚起，官公需
要の活用をはかること， (2)産業転換の促進，（イ）産業転換に伴う摩擦の除去，転
換のための環境を形成すること，その助成を図ること。（口）産業転換の見通し，
産業構造の変化，国際経済の動向等に関する情報により見通しを明確化するこ
と。い）高級化・フアッション化への助成（技術開発，資金確保，人材養成などの積
極的助成）をすること。（二）他産業への転換の助成。（ホ）海外進出の助成。そして
22)経済企画庁編「新経済社会発展計画」昭和45年， 30-41頁。特に第2部，課題達成の
ための政策の3,産業構造の革新，参照。
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産業構造のビジョンとして『知識集約型産業構造」を提案し知識集約産業の具
体的内容を次の四つに分類している。すなわち (1)研究開発集約産業（電子計算
機，航空機，電気自動車，産業ロボット，原子力関連，集積回路，ファイン・ケミカル，
新規合成化学，新金属，特殊陶磁器，海洋開発，など）， (2)高度組立産業（通信機械，
事務機械，数値制御工作機械，公害防止機器，家庭用大型暖冷房器具，教育機器，工業生
産住宅，自動倉庫，大型建設機械，高級プラントなど）， (3)ファッション型産業（高級
衣類，高級家具，住宅用調度品，電気音響器具，電子楽器，など）， (4)知識産業（情報処
理サービス，情報提供サービス，ビデオ産業等教育関連，ソフトウェア，システムエンジ
ニアリング，コンサルティング，など）である。 このような知識集約型産業構造を
選択する着眼点は(1)所得弾力性が高いこと， (2)生産性上昇率が高いこと， (3)過
密・環境問題の改善に資すること， (4)勤労内容の向上に資すること，の 4基準
である 23)。」なお周知の如く，この中間答申との関連において昭和47年 8月に
は『70年代の中小企業像」が中小企業政策審議会の意見具申という形で提出さ
れている。
この意見具申の概要は 1. 70年代中小企業政策の基本方向， 2. 国際化の
進展と中小企業， 3. 福祉社会と中小企業， 4. 立地・環境問題と中小企業，
5. 知識集約化・多様化の時代の中小企業， 6. 中小企業政策の対象，から構
成されているが，特に5.の知識集約化・多様化の時代の中小企業の内容につい
て紹介しておこう。というのは二重構造，私見では，多重跛行構造（巨大企業
大企業，中堅企業，中小企業，小規模企業の規模別の著しい構造的存在）であるわが国
の産業構造の内部に存在する多数の中小企業が産業構造の転換，ここでは中小
企業の知識集約化の意味において，産業構造政策の重要な政策的課題となるか
らである。「意見具申は，知識集約型産業構造の中核としての『知識集約産業』
が中小企業に新たな分野を開くものであるかどうかを推察している。結論的に
いえば，産業構造審議会中間答申が挙げている前述の主要な 4類型は，いずれ
23)産業構造審議会編「70年代の通商産業政策」ー産業構造審議会中間答申ー，昭和46年6
月， 25-56頁，参照。
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も，少くとも企業活動のスケールの点では，中小規模に適した分野を提供する
ものと思われ，現実にも，その方向への動きが中小企業について見られる。
しかし，中小企業の知識集約化を論ずるには，このような中核的な産業パタ
ーンにのみ着目するだけでは不十分であり，その他の基礎的な中小企業部門の
知識集約化を十分考察する必要がある。意見具申は，この後者の意味での『知
識集約化』を，広く『知的活動」の集約度を高めること，平たくいえば企業経
営上なるべく「知恵を使い，頭を使った」やり方に移行することだとし，この
ような意味での知識集約化を中小企業が指向する場合の企業経営上の重点とし
て，①需要の多様化等に適応するため，マーケティング努力を含め，市場の動
向につねに敏感であること，②研究・技術開発にとくに重点を置くこと，③他
の産業部門や商品分野での研究・技術開発の動きにもつねに敏感であること，
などを挙げている。さらにまた，これらの諸点に留意しつつ，中小企業が知識
集約化を進める際には，生産品種の転換，高級化，市場の多角化，海外への事
業範囲の拡大，その他経営の重点のシフト等，いわば広義の『転換』による対
応が有効な方策になると指摘している。
ところでこのような中小企業の知識集約化を進めるための施策であるが，意
見具申は，その重点として，①事例の集積に基づくマニュアルの作成や業種別
の作業を通ずる知識集約化の『ビジョン」の提示，R中小企業が必要な情報を
適時適切に得ることができるようにするための「情報収集・処理体制」の整備
の促進，③中小企業の『研究・技術開発体制」の整備の促進， (4)構造改善計画
や高度化事業を知識集約化の方向に沿ったものとするなど， 『共同事業」を通
ずる知識集約化の推進，といった諸点を挙げている 24)。」上記の如<,中小企
業政策審議会意見具申の内容と解説の一部分を引用したのは，産業構造の転
換，ここでは知識集約型産業構造への転換が中小企業におよぽす影響（例えば事
業転換としての業種転換，品種転換，産地転換など）が極めて大きく，従って重要な
24)中小企業庁編「70年代の中小企業像」ー中小企業政策審議会意見具申の内容と解説＿．
昭和47年，参照。特に124-125頁。
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政策的課題となるからである。
更に昭和48年2月に閣議決定をみた「経済社会基本計画』（第1部・計画の基
本的な考え方，第2部・目標達成のための政策体系，第3部・経済社会発展の姿，より構
成されている）においても，第2部のV.産業政策，科学技術政策 (1,産業政策の
転換， 2, 産業公害の防除と産業立地のあり方， 3, 望ましい産業構造， 4, 中小企業と
流通の新しい課題と対応， 5, 資源・エネルギー 政策の新展開， 6, 福祉社会の農材漁業
政策， 7,科学技術政策）においても産業構造の転換について論述している。そ
れは概ね次の如き内容である。「わが国産業をとりまく諸条件は大きく変化し
つつあり，今後はこのような変化に積極的に対応し，国民福祉の充実と国際協
調の推進を支える新しい産業発展のパターンが追求されねばならない。……
（……線は省略を意味する）として……産業政策は市場原理を基本としつつ，従来
の輸出競争力の強化を主とする重化学工業化政策を見直す必要がある。……新
しい産業政策のあり方としては，まず，企業活動の環境条件と調和し，公害を
未然に防止しつつ国際的摩擦を引きおこさずに行なわれるように，企業の行動
基準を明確化して，それが遵守されるための施策をとることであり，次に，望
ましい産業構造と地域構造のビジョンを描くとともに，技術研究開発の促進，
公害防除および安全対策の推進，資源エネルギーの安定供給の確保，産業調整
の援助，工業再配置の促進，中小企業に対する措置など，とくに政府の対策を
必要とするものに助成政策の範囲を限定し，効果的な産業政策の推進をはかる
ことである。次に……『望ましい産業構造の主たる方向」として，産業の知識
集約化が考えられる。産業自体の創造的発展への努力の積重ねが産業の知識集
約化の原動力であるが，政府としても，国民の福祉の向上に直結し産業の知識
集約化に対する影響の大きい都市開発，住宅，医療，教育，レジャー，公害防
除，等の社会開発の分野に注目しつつ以下の諸施策を講ずる。 (1) 産業構造の
知識集約化のために産業の進むべき基本的な方向は以上の通りであるが，政府
としても，今後さらにビジョンの具体化をはかる。 1)産業全般について ① 
製品の高加工度化，高級化をはかる ③製品そのものは同じであっても，その
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生産過程，流通過程などの情報化・ 省力化あるいは無公害化をはかる ⑧複数
の産業を素材の供給から加工・流通までを垂直的にシステム化，あるいは異な
った機能を結合させて水平的なシムテム化をはかる，などにより知識集約化を
進めるとともに， 2)その中核として，高次組立産業，高次加工産業，情報関
連産業，住宅・都市産業，等社会開発産業，高級製品産業，ファッション型産
業など知識集約度の高い産業の生成•発展により知識集約度を高めることが考
えられる。 3)知識集約化促進の施策（①技術・研究開発の促進，③条件整備，③幼
稚段階にある知識集約産業の育成）を行う 25)。」以上は経済社会基本計画における
産業政策の転換についての概要である。
更に昭和48年3月には，産業人の団体である産業計画懇談会が『産業構造の
改革』ー公害と資源を中心にして一，という産業構造の改革論を発表している。
この著述 (4月発行）は公害・資源両問題について『バランスのとれた基礎知識」
を提供し，そのうえに立って妥当な対策を提言しようとした，いわゆる重化学
工業（資源多消費型・公害型・輸出依存型・重装置型）改造論であり，石油，石油化
学，鉄鋼，電力，輸送の五大部門に当てはめて論じている。この意味ではかなり具
体的に論じてあり，従って前述した産業構造審議会の『70年代の通商産業政策
」よりは一見問題の所在をシャープに描きだしているようにもみえる。しかし
産業構造転換の問題把握としては殆んど軌を一つにして異ならないが，強いて
いえば産業人の自己否定ともいえる個別産業（重化学工業）の成長凍結を主張し
ている点であろう。この産業構造改革論は総括として概ね次の如く述ぺている。
産業構造の改革が起るのは，世界情勢の変化と国民意識の変化を念頭におい
て考えれば「第 1は，「輸出第一主義の退潮』である。第2は，『重化学工業偏重
思想」の終焉である。第 3が，大量生産のため企業は大きくなればなるほど能
率が向上すると考え， 『質の経済」を忘れたいわゆる『量の経済』に対する盲
目的ともいうべき信頼感の動揺である。第 4が，従来の『経済成長」一点張り
25)経済企画庁編「経済社会基本計画」ー活力ある福祉社会のために一，昭和48年，参照。
特に77-78頁および80-81頁より抜粋並びに引用。
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の考え方に対する疑問である26),」と述べている。 もとよりこのような提言が
産業人によってなされたのは，重化学工業を中心とする大企業体制の欠陥が，
公害問題，資源問題，カルテル問題，流通支配に基づく需要管理，価格先導制
による価格管理，等の自由市場経済方式の，いわば失敗が産業社会に露出した
がためであると考察される。
次に最近の産業構造転換に関する『官製ビジョン」としては，昭和49年7月
の産業構造審議会の「わが国産業構造の方向」という報告書がある。この報告
書は，第 I章，産業構造政策の基本的方向，第I章，国民ニーズヘの対応と産
業構造，第皿章，産業の地域的配置と環境保全，第IV章，省資源，省エネルギ
ー型産業構造への道，第V章，わが国産業の国際的展開，第VI章，創造的技術
開発の推進，および参考資料から構成されている。いうまでもなくこの報告書
は昭和46年に出した中間答申「70年代の通商産業政策の基本方針はいかにある
べきか』で提示された諸種の問題点を煮詰めるとともに，その後の石油危機や
公害の加速度的増大，工場立地難の進展，世界的な資源・エネルギー不足など
の情勢変化を踏まえてかなり，具体的な産業構造の長期展望を描いたものであ
る。そこでいま，この報告書から『産業構造政策の展開」のところを技粋し要
約すれば概ね次の如くである。
先ず「産業構造政策の方向として，①産業構造ビジョンのローリングおよび
国民ニーズに係る華礎的研究の推進（自由な価格形成機構をもつ市場メカニズムの尊
重を本義としながら，様々な制約条件に即応しつつ福祉経済への転換を企図しているわが
国経済において，産業構造変革のための政策的方向づけはきわめて重要な課題である。こ
のため，国民ニーズに対応し，かつ予見し得る諸条件の変化をできる限り織り込んだ産業
構造の具体的ビジョンを作成し，それを国民に提示しつつ今後の産業政策を推進していか
なければならない）。③産業構造高度化の推進（わが国産業構造の高度化を促すために
は，まずその基軸となるいわゆる知識集約型の先導産業群の発展とそれを支える技術開発
26)産業計画懇談会緬「産業構造の改革」ー公害と資源を中心に一，昭和48年，参照。特に
199-205頁より引用並びに参照。
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が重要な課題である。電子計算機，新エネルギー技術，高度合成化学，航空機等の尖端分
野の産業の発展が期待される。また国民の基本的ニーズ，例えば健康，環境保全，余暇，
社会開発などに応えていくためのシステム的な産業の発展も必要である）。 ③工業再配
置の促進と環境保全の徹底（これまでの高度成長のひずみともいえる過密，過疎の問
題，都市問題などの解決のためにも現在すすめられつつある工業再配置政策の強力な展開
が必要である。それとともに産業における環境保全の徹底と，一方，産業立地の基盤とも
なるべき用地，用水の確保についても国民生活向上のための宅地政策あるいは生活用水の
安定供給対策等バランスを充分とりながら，適正な施策が購じられて行かなければならな
い）。④省資源，省エネルギー化政策と備蓄政策（石油，電力等エネルギーの効率的
利用を促進する。他方，非鉄金属等については，資源再利用産業の育成，廃棄物処理の徹
底等，資源再利用フローの整備などによって資源再利用の促進を図ることが肝要である）。
⑥国際分業の促進と産業調整の必要（単純労働依存型産業は発展途上国の労働集約型
産業の発展によって次第に競争力を失うことが予想されるので産業調整措置について検討
を行うべき時期に来ているものと考えられる）。⑥わが国産業構造の国際的展開への
政策（わが国産業は，海外市場において，海外投資を軸としてこれまでと異ったボジティ
プな国際的展開を行なっていくことになろう。そのための官民にわたる体制整備が現下の
緊要な政策課題であるといえるであろう。一方，国際的展開の前提条件として，国際企業
行動の適正化が急務であり，そのための政策的措置を検討すべきである）。 ⑦創造的技
術革新の促進（わが国産業の発展の基盤としてわが国のもつ種々の問題を解決するとと
もに，わが国の高度なマンパワーを活用した創造的技術革新を政策的措置によって強力に
推進していくことが必要である）。⑧中小企業政策の展開（わが国経済が新しい時代の
流れに適応して安定的発展への基盤を確立するためには，わが国経済社会の礎としての中
小企業の健全な発展がその前提である。多様化する国民ニーズに対して，その持ち前の小
まわりの良さを発揮して適切な商品を提供し，また働く場や生きがいを提供する機能は，
今後とも中小企業に期待するところが大きく，自由な場での中小企業の経営が安定確立す
ることの必要性は益々増大すると予想される）2'1).」が挙げられている。
27)通商産業省編「産業構造の長期ビジョン」ー産業構造審議会報告ー， 昭和49年， 13-
17頁。抜粋並びに引用。
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もとより仮りに，以上の如き産業構造政策の展開を実践する場合には新しい
経済・産業運営の方法，すなわち『市場経済方式」に対する『計画的市場経済
方式』が必要となるであろう。何故ならば産業構造の長期ビジョンを描き，産
業構造転換へのガイドポストを示し，これに基づき産業政策を展開していくこ
とによって，自由な市場経済の欠陥や失敗を補い計画経済と市場経済の長所を
両立させてゆかなければならないからである。このことは既にわが国の国民経
済の体制的変動28) (原理的には， (1)個人主義から社会保障主義への発展， (2)営利主義
の修正と競争の形能的変化， (3)資本支配の後退と労働主義の拾頭， (4)国家の経済活動の拡
充と政策的規制の強化）によって現実の経済体制（全体社会の経済的機能の規則的な仕
組み）29)は混合経済或いは混合体制（現実の各国の経済体制は，市場経済的な要素と
計画経済的な要素が，それぞれの比重に微妙な差異はありながらも複雑に“混合”し，か
らみあっている）30) にあることからみても当然のことであるといえよう。 いう
までもなく産業構造の転換には何らかの意味において『経済体制の選択」を必
要とする。すなわち「産業構造の転換期は，この転換の過程そのもののすすめ
方をめぐって，いいかえれば，拡充されつつある人々の要求を開発し，それに
応えていくための新しい組織を創造していく方法をめぐって，体制の選択が問
題になる時期なのだといってもよい。しかし現代の資本主義においては，この
ような選択の問題が，かならずしもつねに白か黒かという鮮明な色調をもって
人々のまえに示されるものではないということに注意する必そがある。転換期
における人々の抗議も人々の拡充された要求も，ともに，部分的には，現体制
の指等層の側の政策のなかに吸収される可能性をもっている 31),」からである。
28)松原藤由「全訂増補版・経済政策の論理構造」昭和47年，第5章，第1節で詳述。
29)加藤 寛「経済体制論」昭和46年， 6頁。これは北野熊喜男教授の定義である。なお経．
済体制の理解には，理念形熊（イデオロギー），政治・権力機構（階級関係），経済機，
構（生産関係）経済発展段階（物的生産力）の4要因を構成要素として考慮すべきで
ある。丸尾直美「増補・経済政策新講」昭和48年， 40頁，参照。
30)鈴木幸夫「混合経済」昭和45年， 44頁。
31)正村公宏「経済体制の選択」昭和47年， 60頁。
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以上考察してきた如く，時代や経済情勢の変化から若干のニュアンスの相違
はあるが，わが国の経済政策や産業政策或いは官製ビジョンや関係民間団体の
提言は，すべて高度産業化社会への移行過程に産業構造の転換を意図ないし提
言していることが明らかである。それでは高度産業化社会への移行過程に視点
をおいて産業構造の転換を実践化する場合ないし現実化する場合には，如何な
ることが基本的政策課題として必要となるのであろうか。本小論の，いわば結
論部分を，紙数の制限を考慮して，これを端的に要約してみよう。そこでいま，
その前提として産業構造の概念を規定しておう。ここに産業構造とは，特定の
歴史的発展段階における一国国民経済の生産力構造，なかんづく産業として成
立している各部門の経済的組立と，その内的関連性，その存在基底，国民経済
とのメカニズム的関連によって形成せられている生産力構造であり，産業各部
門における資本，労働，技術，資源，市場などの諸要素の配分・総合の形態で
ある。
さて私見によれば，高度産業化社会への移行過程に視点をおいて産業構造の
転換（これには産業各部門間の資源配分，産業再編成，企業の自主的分割，産業組織の改
革，事業の転換，中小企業構造の改善および環境整備，など量的政策や質的政策の対象と
なる諸事象を伴なうものと考えられる）を企図する場合における最も肝要なことは
産業構造の高次元近代化・合理化を配慮することである。いうまでもなく産業
構造の高次元近代化・合理化とは，産業構造内部に (1)高度加工産業化， (2)産
業の知識集約化， (3)産業のシステム化， (4)産業の合理化，を総合的に現実化して
いくことを意味するのである。既に篠原三代平教授は，このような現実化を高
加工度産業化という表現で吸収され，産業構造の近代化として，情報，サービ
ス，物財の三群においての高次化を図示して解明されている。すなわち「欲求
水準の高度化につれて，縦の方向には需要対象に『物材→サービス→情報』とい
う高次化がみられると同時に，技術の進展につれて，「粗形→加工→集積』とい
った横の方向への高次化も同時結合的に発生するものと観察する。なお情報は，
→個性化→知識化→創造化→へ，サービスは，個別化→組織化→ネットワー
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ク化→へ，物材は，素材化→加工化→組立化へと高加工度産業化する82),」と
考察されている。さらに上述の如き意味での高加工度産業は，「国際化のなかで
の高加工化， トレンドとしての高加工化，として進展していることが一般的傾
向として指摘することができるにしても，あらゆる産業にわたって，例外なし
にその傾向が貫徹されるとはかぎらないという留保をつけたいと考えるss),」
と述べられている。傾聴に値いする指摘である。この場合，高度加工化を担う
産業は機械産業が中心であることはいうまでもない。機械産業は，わが国の最
適の産業で，しかも新産業，新製品を生み出す可能性をもったフロンティア産
業，換言すれば最先端産業（技術先端商品の開発）であり，わが国産業構造に占め
る比重は増大し，輸出の最も主要な担い手に成長する可能性があることは疑う
余地がない。
しかし現実的には， 「機械産業をとりまく内外の経済社会環境はきわめて厳
しいものがあり，機械産業が過去の成長パターンによって発展していくことは
不可能であるといえよう。わが国機械産業は，①今後は民間設備投資伸び率の
著しい低下のため，資本財としての機械需要の伸びの低下は免れない。②自動
車，家電等在来型耐久消費財の需要は，普及の一巡のため大幅に鈍化し，従来
のようにこれらの産業に機械産業の成長の主役を期待することはきわめて難し
くなってきた。③機械製品の価格競争力の先行きに懸念が生じてきた。④機械
産業の基盤を支える鋳鍛造品等素形材の供給が長期的にみて不安が出てきた。
⑥世界的な技術革新の停滞と技術格差の縮小に伴い，技術導入の困難性が増大
したー等の困難な環境の下で，自ら歩む道を切り開きつつ成長していかなくて
はならない時代，歴史的試練の時代を迎えた84),」という産業構造審議会機械
32)篠原三代平・馬場正雄編「現代産業論 I産業構造」， 昭和48年， 225-227頁，参照。
および篠原三代平「日本経済に何がおきているか」ーインフレ・資源・国際環境ー，
昭和49年， 189-192頁，参照。
33)篠原三代平・馬場正雄編「前掲書」， 229頁。
34)産業構造審議会機械産業部会「50年代の機械産業」中間報告要旨， 昭和49年12月12
日， 日本経済新聞発表による。
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産業部会の中間答申における以上の指摘は時宣に適した忠告であろう。 しか
し，なお参考までにみると，昭和48年度におけるわが国の外国技術の導入件数
をみるとふえる一方で相変らず「外国依存』である。すなわち技術導入件数は
2,450件，これに対する支払い額は 7億1,500万ドルに達し，技術輸出でわが国
が受け取る額は僅か8,800万ドルである。相変らずの外国依存であり，科学技
術の自主的開発は極めて遅れている 85)。
ところで産業構造の転換における基本方向として産業構造の高次元近代化・
合理化を配慮しなければならないという私見には少なくとも次に述べる九つの
重要な問題意識を含めて，これを主張ないし提言しているのである。先ず問題
意識の第 1は，国民ニーズと国際的ニーズに対応しうる新しい機械産業は省資
源型ないし節約型産業としての高度の機械産業であり，それは主として技術的
には創意と工夫による研究開発・機械産業基盤の強化および効率化と経済的に
は技術先端商品の市場開択•生産性の向上および付加価値の増大を追求するこ
とによって確立• 発展する可能性があるということである。第2は，積極的な
省資源ないし節約とともに，資源の再利用を図る静脈産業（主として非鉄金属部
門）の育成，これには，（イ）工場や各家庭に溜る各種の廃棄物の有効回収，（口）資
源再利用のための技術開発，し、）再資源化に取り組む業界の育成，（二）再生資源の
経済的競争力の確保，などが主要な問題となるが，このいわば消極的な節約型
産業としての静脈産の育成は，わが国にとって極めて重要であるということで
ある。第 3は，第 1次産業の相対的縮小，第2次産業，第3次産業の相対的拡
大というクラーク法則は， これを認めなければならないけれども，世界的な
食糧危機を背景としての食糧自給率（昭和47年度現在の国内穀物自給率は42彩飼料穀
物自給率は29.7%,食糧自給率は73%である）の向上を図らなければならないという
35)技術導入の分野別件数をみると，機械 (31.8%), 電気 (15.8彩）化学 (13.9彩）で
あり，この三分野で全体の61.5彩を占め産業技術導入の中心となっている。次に国別
では，米国からの導入が圧倒的であり， 988件，西独224件，仏193件，英175件，スイ
ス99件の順となっている。科学技術庁の昭和48年度外国技術導入年次報告による。
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ことである。そのためには，（イ）農地の造成，（口）農地利用度の向上，り飼料穀物
輸入の長期契約，（二）水産資源の確保のための美しい海を取り戻すこと（領海・経
済水域の制限も考えなければならない）， などが必要であり， これは極めて困難な
問題である。それ故に第 1次産業，第2次産業，第 3次産業の全体的，均衡的
な発展を可能的範囲において策定しなければならない。いうまでもなく第 1次
産業は原料を提供する素材産業であることに注目しなければならない（資源輸出
発展途上国の攻勢も考えねばならない）。第4は，第2次産業にはホフマン法則36)
が，作用するであろうが，先進国型工業構造の確立には基礎（素材）産業，生
産財産業，消費財産業の均衡的発展が必要であり，そのためには基礎産業の充
実，生産財産業ないし重化学工業の質的改善，消費財産業ないし軽工業の質的
強化によりバランスのとれた工業構成の国民経済的関連としての工業構造を確
立するように努力しなければならないということである。第 5は，産業構造の
転換に際しては，世界経済の一環としての，わが国経済の位置を充分に認識し，
先進国間の水平的分業，発展途上国との垂直的分業を考慮し，すなわち産業構
造の国際調整，摩擦なき新分業体制の樹立（貿易構造の調整を伴なう）が必要であ
るということである。特に「発展途上国は従来の輸入代替工業化から輸出指向
工業化へ政策転換をするとともに，発展途上国の経済的・社会的進歩をはかる
ことは，発展途上国自身の責任であるとともに，先進国の責任でもある37),」
のである。第 6は，産業構造の高次元近代化・合理化における政策基調は，も
とより「営業自由制』を基盤とする市場経済方式が本義であることに変りはな
いけれども，必要に応じては寡占化の弊害に対する独禁法の強化・運用や自由
市場経済の欠陥や失敗を修正するために計画的市場方式の導入（現在では，社会
主義国が競争の重要性を認識し始めているが，これに反して，資本主義国は計画化の導入
36)ホフマン法則 (W.G. Hoffmann)については， 1958年「工業の成長」において新
たな統計資料を加えて1931年の前著の主張を更に根拠づけている。これらの研究は．
池田勝彦「産業構造論」ー企業行動と産業構造ー， 昭和48年， 21-43頁に詳しい。
37) 藤田敬三•藤井茂編「発展途上国の工業化と中小企業」昭和48年， 38頁（村上敦
氏論文）および66頁（藤井 茂教授論文）参照。
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を経済体制の選択との関連において取り入れようとする傾向がある）を必要とするとい
うことである。第7は，大企業と中小企業の補完関係の確立を企図しなければ
ならないということである。一般に中小企業の長所として，（イ）小まわり（弾力性）
がきく，（口）バイタリティーがある，り創意工夫の発揮が可能である，とわれて
いるが，しかし反面， （イ）資金・信用力の弱さ， （口）人手人材の不足， り低生産
性，であるという短所をもっている。従って最近までの大企業体制中心の産業
政策のもとでは，大企業と中小企業の相剋関係が中小企業の短所を媒介として
露骨化し，中小企業が多大の犠牲を強いられる結果となっている。いわゆる独
占資本による収奪といわれる現象である。それ故に政策的には中小企業の近代
化，合理化ないし構造改善を推進するとともに大企業と中小企業の補完関係の
確立および大企業の中小企業分野への進出規制措置により中小企業の安定的成
長を企図しなければならないのである。第 8は，国民ニーズや国際的ニーズに
対応する最適産業構造を形成するための産業構造の転換，すなわち産業構造の
高次元近代化・合理化を配慮する産業政策の思想的基礎は，工業と農業を重視
する『エ農立国主義』であるということである。エ農立国主義については，既
に昭和31年の拙著『日本産業概論』のなかで提唱している次第である。第 9は，
高度産業化社会を，デニス・ガボールのいう『成熟社会』（現在のような毎年たえま
なく続く経済成長が終りを遂げた時に，社会内部でも平和であり，また自然環境とも調和
が保たれている社会のことである）38)への長い過渡的段階である『変動化社会』で
あると，私は考えているので， この変動化社会における環境変化（自然環境•社
会環境•経済環境の変化）と関連のある民主的市民社会の公共性 (public opinion) 
に照応する企業の社会的責任の自覚を企業行動の『精神構造」ないし「経営理
念J]のなかに確立することが必要であるということである。また，それととも
に企業体質の不健全化，すなわち自己資本比率の低下（昭和49年度下期の自己資本
38) Dennis Gabor, The Mautre Society, Secker & Warbung, London, 1972. 林雄
二郎訳「成熟社会」一新しい文明の選択ー， 昭和48年， 日本の読者への序の中で書か
れている。
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比率は 15%へ低下）を労使の協調により阻止して健全経営を樹立する政策的配慮
が必要である。
以上に指摘した九つの問題意識は，もとより抽象論の域を脱していないが，
しかしこれを最近，特に進歩してきた産業経済論（個別産業論，一般産業論，産業
疇論，産業連関論，産業構造論など）および経済理論の政策志向型化の助力を借
りることによって具体的に体系化すれば，以上の如き問題意識は，これを裏打
ちしていえば，高度産業化社会への移行過程に視点をおいてみたる産業構造転
換の基本的政策課題であるといえよう。それは，また，昨今の如く，低経済成
長が定着化しつつある時代においても主張ないし提案しうるであろう。
周知の如く昭和49年度の，わが国のGNPは戦後初めて，ついに実質で 0.6
％減と縮小した。これは石油危機以後の狂乱物価の影響による卸売物価が年度
平均で23.4%,消費者物価が21.8%も高騰したためであるが，しかしその基
底には，日本経済成長の阻止的要因が増大したことと，産業構造の転換につい
ての基本方向が未だに低迷していることにも大きな原因があるといって過言で
はない。
（本小論は数年前に発表した拙稿『高度産業化社会への政策的課題』を修正・増補した
ものであることを御断りしておく次第である。）
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